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全国（15.2ｍ／台）   沖縄

（8.4ｍ／台）（55％）

●道路延長

全国・沖縄の道路延長（一般道路）比較

■全国・沖縄  道路の普及率比較
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■道路改良と自動車保有台数の伸び率比較
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■自動車三輪以上の保有率

■利用交通機関

S４７年度末 H21年度末 伸び率

自動車保有台数 （千台） 198 976 4.93

人口 （千人） 981 1,406 1.43

世帯数 （千世帯） 237 560 2.36

人口一人当たりの保有率 （台/人） 0.20 0.69 3.44

一世帯当たりの保有率 （台/世帯） 0.84 1.74 2.09

自動車保有台数 （千台） 21,547 75,024 3.48

人口 （千人） 107,332 127,058 1.18

世帯数 （千世帯） 29,577 53,363 1.80

人口一人当たりの保有率 （台/人） 0.20 0.59 2.94

一世帯当たりの保有率 （台/世帯） 0.73 1.41 1.93

資料：１．（人口、世帯数）は、総務省自治行政局「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 （平成22年3月31日現在） 」
　　　　　　　による。
　　　　 ２．（自動車保有台数）は、社団法人　日本自動車工業会「自動車統計月報（2010年6月号）」 による。

沖　縄

全　国

項目

（注）：各年度末の数値である。

資料：沖縄総合事務局陸運事務所「業務概況（平成22年度版）」

レンタカー事業所数及び許可車両台数の推移
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■凡例（混雑度）

：　 ～1.0未満

：1.0～1.5未満

：1.5～2.0未満

：　　 2.0以上

自動車交通分担

高速道路

一般国道（直　轄）

一般国道（その他）

主要地方道

一般県道

道路別24時間自動車走行キロ割合

道路別延長割合

国道58号（那覇市松山）

混雑度:交通量に対する交通容量の比
　(＝交通量／交通容量)
<<混雑度の目安>>
【1.0未満】
　 昼間12時間を通して、道路の混雑がなく、　
円滑に走行できる
【1.0～1.25】
　 昼間12時間のうち道路が混雑する可能性の　
ある時間帯が1～2時間(ピーク時)である
【1.25～1.75】
　 ピーク時間を中心として混雑する時間帯が　
加速度的に増加する可能性が高い状態
【1.75以上】
　 慢性的混雑状態を呈する

沖縄県の道路
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■渋滞

■管内における1kmあたり渋滞損失時間ワースト区間

表：沿道状況別平均混雑時旅行速度

表 1km当たり渋滞損失
　時間ワースト地域（H14）

図　センサス区間別1km当たり渋滞損失時間ワースト10区間位置

沖縄県の道路
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ワルミ大橋（屋我地仲宗根線）
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■平成22年度予算規模（一般会計）
●土木建築部予算（年度当初）単位：百万円 ●県予算（年度当初）単位：百万円

土木建築部予算

歳入 歳出
H22年度

歳入 歳出

県　　予　　算

H22年度

総額
605,463
百万円

総額
605,463
百万円

教育委員会
149,394
（24.7％）

総務部
116,257
（19.2％）

土木建築部
84,360
（13.9％）

福祉保健部  
116,449
（19.2％） 

県税
83,856

（13.8％） 

国庫支出金
146,429
（24.2％） 

地方交付税
188,478
（31.1％） 

102,080（16.9％）

84,620（14.0％）

その他
県債

沖縄道路事業費の推移（補正後予算ベース）

資料：実施計画説明資料、道路統計年報
注1）直轄、補助事業は、補正後予算ベース（交付金含み）交通安全・調査・再開発・機械は、各管理者に含む。単独費は含まない。各グラフ上の数字は、各年度の合計である。
注2）但しH21については当初予算

一般会計
11,734

（13.9％） 

県債
13,955

（16.5％） 

道路橋りょう費
　　33,556
　　（39.8%）

都市計画費
16,389
（19.4%）

港湾費
8,083
（9.6%） 

総額
84,360
百万円

総額
84,360
百万円

河川海岸費
9,809（11.6％）

特定財源3,414
（4.0％）

住宅費
5,261（6.2％）

空港費6,411（7.6％）
土木管理費2,828（3.4％）
土木施設災害復旧費2,023（2.4％）

国庫支出金
55,257

（65.5％） 

農林水産部50,559（8.4％） 

文化環境部4,670（0.8％）

公安委員会32,983（5.4％）
観光商工部29,676（4.9％）
企画部15,893（2.6％）

その他5,222（0.9％）

沖縄県の道路

89,067
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（事業種類） （事業主体） （主な対象道路）

国　
　
　
　
　

民

税　
　
　

金

郵
便
貯
金
等

国 直 轄 事 業

国庫補助事業
交付金事業

地方単独事業

有料道路事業

地方公共団体
都道府県
市 町 村

高速道路株式
会社等・公社等
西日本高速道路
株式会社等

国

地方公共団体

地方公共団体

高速道路株式会社等
公社・地方公共団体

一 般 国 道

一 般 国 道
都道府県道
市 町 村 道

都道府県道
市 町 村 道

高速自動車国道
都市高速道路
一般有料道路

■道路事業のしくみ

■道路特定財源の経緯

「道路整備費の財源等に関する臨時措置法」が制定され、揮発油税を道路整備のため特定財源とする。
揮発油税を道路特定財源として第１次道路整備五箇年計画が発足
地方道路税、地方道路譲与税の創設

軽油引取税の創設

「道路整備費の財源等に関する臨時措置法」を廃止、「道路整備緊急措置法」を施行、「道路整備特別会計」設置
石油ガス税、石油ガス譲与税の創設

自動車取得税の創設
自動車重量税、自動車重量譲与税の創設

暫定税率失効、道路整備財源特例法失効

暫定税率復活

道路整備費財源特例法復活

「道路整備緊急措置法」を「道路整備費の財源等の特例に関する法律」に改正。道路整備五箇年計画を社会資本整備重点計画に統合。

昭和２８年
昭和２９年

昭和３０年
昭和３１年

昭和３３年
昭和４１年
昭和４３年

昭和４６年

平成15年

平成20年 4/1

平成20年 5/1

平成20年 5/13

「道路特定財源の一般化等について」政府・与党合意平成20年 12/8

道路特定財源の一般財源化平成21年 4/1

■平成22年度　全国の道路予算

沖縄県の道路

（単位：百万円）

注１：この他に、地方道路整備臨時貸付金（国費800億円）、高速道路無料化にむけた取組（国費1,000億円）、

　　　　社会資本整備総合交付金（国費2兆2,000億円）がある。

1.02 0.97

0.80 0.76

105,379

3,109,901 1,335,736 3,864,752

0.84 0.90

0.22 0.25

1,504,791 1,139,365 1,789,842

1,463,306 102,694 1,435,774

直 轄 事 業

補 助 事 業

有 料 道 路 事 業

合 計

前年度（Ｂ）

事業費 国費

1,746,636

1,269,320

141,804 93,677 639,136 371,937

伸率（Ａ／Ｂ）

事業費 国費
事　項

平成22年度（Ａ）

事業費 国費
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